
（別紙） 

新たに販売する商品の概要 
 

フ ァ ン ド の
名 称 

三菱ＵＦＪ 先進国高金利債券ﾌｧﾝﾄﾞ 
（毎月決算型）【愛称：ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ﾄｯﾌﾟ】 

ﾀﾞｲﾜ成長国ｾﾚｸﾄ債券ﾌｧﾝﾄﾞ 

（毎月決算型）【愛称：ｾﾚｸﾄ ９
ナイン

】 

ＤＩＡＭ世界好配当株式ﾌｧﾝﾄﾞ 
（毎月決算型）【愛称：ﾊｯﾋﾟｰｲﾝｶﾑ】 

新光ｻｻﾞﾝｱｼﾞｱ株式ﾌｧﾝﾄﾞ 

運 用 会 社 三菱ＵＦＪ投信株式会社 大和証券投資信託委託株式会社 ＤＩＡＭｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 新光投信株式会社 

商 品 分 類 追加型投信／内外／債券 追加型投信／海外／債券 追加型投信／海外／株式 追加型投信／海外／株式 

フ ァ ン ド の
特 色 

信用力の高い先進国の債券に投資を
行い、利子収益の獲得を目指します。 

相対的に利回りの高い国に、重点的
に配分します。 

毎月の安定した分配を行うことを目指
します。 

新興国の現地通貨建債券に分散投
資することにより、信託財産の着実な成
長と安定した収益の確保を目指して運
用を行います。 

欧州・中東・アフリカ地域、アジア地
域、中南米地域の3地域からそれぞれ3
通貨を選定して、均等に配分することを
目指します。 

主として日本を除く世界の好配当株
式に投資し、安定的な配当収入の確保
と中長期的な値上がり益の獲得を目指
します。 

世界の様々な国々（日本を除く）、通
貨、業種に幅広く分散投資を行います。

毎月決算を行い、原則として配当等
収益を中心に分配を行うことを目指しま
す。 

主として中国（香港、マカオ、中国本
土）ならびに東南アジア諸国のサービス
分野に関連する企業の株式に実質的な
投資を行い、投資信託財産の中長期的
な成長を目指して運用を行います。 

販 売 手 数
料 

取得申込金額※が  
500 万円未満 1.68％（税抜 1.6％） 
500 万円以上 1.47％（税抜 1.4％） 
1 千万円以上 1.155％（税抜 1.1％） 
5 千万円以上 0.63％（税抜 0.6％） 

取得申込金額※が  
500 万円未満 1.68％（税抜 1.6％） 
500 万円以上 1.47％（税抜 1.4％） 
1 千万円以上 1.155％（税抜 1.1％） 
5 千万円以上 0.63％（税抜 0.6％） 

取得申込金額※が  
500 万円未満 2.52％（税抜 2.4％） 
500 万円以上 2.31％（税抜 2.2％） 
1 千万円以上 1.995％（税抜 1.9％） 
5 千万円以上 1.47％（税抜 1.4％） 

取得申込金額※が  
500 万円未満 2.52％（税抜 2.4％） 
500 万円以上 2.31％（税抜 2.2％） 
1 千万円以上 1.995％（税抜 1.9％） 
5 千万円以上 1.47％（税抜 1.4％） 

信 託 報 酬 

純資産総額に対して 
年率 1.155％（税抜 1.1％） 

  

純資産総額に対して 
年率 1.407％（税抜 1.34％） 

  

純資産総額に対して 
年率 1.155％（税抜 1.10％） 

  

純資産総額に対して 
年率 1.365％（税抜 1.30％） 

実質的な信託報酬 
 1.613%～1.737%程度 

信 託 財 産
留 保 額 

なし なし １万口につき基準価額の 0.3％ １万口につき基準価額の 0.3％ 

主 な 
リ ス ク 

① 価格変動リスク 
② 為替変動リスク 
③ 信用リスク 
④ 流動性リスク 
 

① カントリー・リスク 
② 価格変動リスク 
③ 為替変動リスク 
④ 信用リスク 
⑤ 新興国市場のリスク 
⑥ 流動性リスク 

① 価格変動リスク 
② 個別銘柄選択リスク 
③ 為替変動リスク 
④ 信用リスク 
⑤ 流動性リスク 
 

① カントリー・リスク 
② 価格変動リスク 
③ 個別銘柄選択リスク 
④ 為替変動リスク 
⑤ 信用リスク 
⑥ 流動性リスク 

決 算 日 
毎月 20 日（休業日の場合は翌営業日） 毎月 15 日（休業日の場合は翌営業日） 毎月 21 日（休業日の場合は翌営業日） 1 月 25 日および 7 月 25 日 

(休業日の場合は翌営業日) 

収 益 分 配 

分配対象額は経費等控除後の配当
等収益および売買益（評価益を含みま
す。）等とし、安定した収益分配を行うこ
とを目指します。収益分配金額は、基準
価額水準、市況動向等を勘案して決定
します。 

分配対象額は経費控除後の配当等
収益および売買益（評価益を含む。）等
とし、安定した分配を継続的に行うこと
を目指します。ただし、基準価額の水準
等によっては、上記にかかわらず今後
の安定分配を継続するための分配原資
の水準を考慮したうえで分配をすること
があります。 

分配対象額は経費控除後の利子･配
当等収益および売買益（評価益を含み
ます。）等とし、原則として、配当等収益
を中心に安定的な収益分配を目指しま
す。 

分配対象額は経費控除後の利子･配
当等収益および売買益（評価益を含み
ます。）等とし、分配金額は、基準価額
水準や市場動向等を勘案して決定しま
す。 

※取得申込金額には、お申込手数料及びお申込手数料にかかる消費税等相当額を含みます。 



 
投資信託に関する留意事項 

 

 

・投資信託に関するリスク 

○ 投資信託は、国内外の債券や株式などを投資対象にしますので、組み入れた債券や株式などの 

価格の下落や、発行会社の倒産、為替の変動等により、損失が生じるおそれがあります。 

○ 投資信託のリスクは、投資信託の商品ごとに異なりますので、詳しくは各商品の投資信託 

説明書（交付目論見書）の「投資リスク」をご確認ください。 

・投資信託に関する手数料等 

お客さまには、次の費用をご負担いただきます。 

○ 申込手数料（基準価額に対して、最大 3.15％（税込み）） 

○ 信託報酬（信託財産の純資産総額に対して、最大 1.68％（税込み）） 

○ 信託財産留保額（基準価額に対して、最大 0.3％） 

○ その他費用（その他費用については、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、 

上限額等を示すことができません。） 

※詳細は各商品の投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。 

・投資信託に関する留意事項 

○ 投資信託は預金・貯金ではありません。 

○ 投資信託の元本及び分配金の支払は預金保険法第 53 条に規定する保険金の支払の対象では 

ありません。 

○ 投資信託は元本の返済が保証されていません。 

○ 株式会社ゆうちょ銀行でご購入いただく投資信託は投資者保護基金による支払の対象では 

ありません。 

○ 株式会社ゆうちょ銀行は投資信託の販売を行い、投資信託の運用等は委託会社（運用会社）が 

行います。 

○ 投資信託の運用により生じた利益及び損失は、投資信託を購入されたお客さま（受益者）に 

帰属します。 

○ 当資料は金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。取得の申込みにあたっては、 

投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、ご自身で 

ご判断ください。 

○ 「投信ダイレクト」（インターネット取引サービス）のみで提供しているファンドの投資信託 

説明書（交付目論見書）はゆうちょ銀行各店及び投資信託取扱郵便局の投資信託窓口には 

ご用意しておりません。 

ゆうちょ銀行Ｗｅｂサイトよりダウンロードいただくか、投資信託コールセンターへ 

お電話いただき、ご請求ください。 

 

商号等/株式会社ゆうちょ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第611号 

加入協会/日本証券業協会 

 


